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(57)【要約】
　電力変換装置（１０）は、スイッチング素子で構成さ
れたインバータ（１）と、インバータ（１）の交流側に
設けられた絶縁トランス（６）と、インバータ（１）の
出力電力に基づいて、絶縁トランス（６）による損失を
含む損失を低減するために、スイッチング周波数（ｆｓ
ｗ）を決定するスイッチング周波数決定部（２４）とを
備える。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　スイッチング素子で構成された電力変換回路と、
　前記電力変換回路の交流側に設けられたインダクタンスを有する機器と、
　前記電力変換回路から出力される出力量を測定する出力量測定手段と、
　前記出力量測定手段により測定された出力量に基づいて、前記機器による損失を含む損
失を低減するために、前記スイッチング素子をスイッチングするスイッチング周波数を決
定するスイッチング周波数決定手段と
を備えたことを特徴とする電力変換装置。
【請求項２】
　前記スイッチング周波数決定手段は、前記スイッチング周波数を高くする決定をするこ
とを含むこと
を特徴とする請求項１に記載の電力変換装置。
【請求項３】
　前記スイッチング周波数決定手段は、予め決められた複数のスイッチング周波数の中か
ら１つを選択すること
を特徴とする請求項１又は請求項２に記載の電力変換装置。
【請求項４】
　前記電力変換回路の直流電圧を測定する直流電圧測定手段を備え、
　前記スイッチング周波数決定手段は、前記直流電圧測定手段により測定された前記直流
電圧に基づいて、前記スイッチング周波数を決定すること
を特徴とする請求項１から請求項３のいずれか１項に記載の電力変換装置。
【請求項５】
　交流側にインダクタンスを有する機器が設けられ、スイッチング素子で構成された電力
変換回路を制御する制御方法であって、
　前記電力変換回路から出力される出力量を測定し、
　測定した出力量に基づいて、前記機器による損失を含む損失を低減するために、前記ス
イッチング素子をスイッチングするスイッチング周波数を決定すること
を含むことを特徴とする電力変換回路の制御方法。
【請求項６】
　前記スイッチング周波数の決定は、前記スイッチング周波数を高くする決定を含むこと
を特徴とする請求項５に記載の電力変換回路の制御方法。
【請求項７】
　前記スイッチング周波数の決定は、予め決められた複数のスイッチング周波数の中から
１つを選択すること
を特徴とする請求項５又は請求項６に記載の電力変換回路の制御方法。
【請求項８】
　前記電力変換回路の直流電圧を測定することを含み、
　前記スイッチング周波数は、測定した直流電圧に基づいて決定されること
を特徴とする請求項５から請求項７のいずれか１項に記載の電力変換回路の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力変換装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、半導体素子で構成された電力変換回路における損失を低減するために、様々な
方法が知られている。
【０００３】
　例えば、リアクトルがフィルタとして交流側に設けられた電力変換装置に、３レベルイ
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ンバータを用いることで、２レベルインバータよりもスイッチング損失を低減し、電力変
換装置の全体的な損失を低減することが開示されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　半導体素子の損失には、定常損失とスイッチング損失がある。スイッチング損失は、ス
イッチング周波数が高くなるとともに大きくなる。一方、定常損失は、スイッチング周波
数による影響をほとんど受けない。そこで、電力変換回路の全体的な損失を低減するため
に、スイッチング周波数を低くすることが知られている。
【０００５】
　しかしながら、電力変換回路は通常、交流側にフィルタリングの為にリアクトル又はト
ランスなどのインダクタンスを有する機器を設ける。このような電力変換装置では、これ
らの機器による損失により、必ずしもスイッチング周波数を低くすると電力変換装置の全
体的な損失が低減されるとは限らない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】国際公開第ＷＯ２０１０／０４４１６４Ａ１号パンフレット
【発明の概要】
【０００７】
　本発明の目的は、交流側にインダクタンスを有する機器が設けられていても、全体的な
損失を効果的に低減することができる電力変換装置を提供することにある。
【０００８】
　本発明の観点に従った電力変換装置は、スイッチング素子で構成された電力変換回路と
、前記電力変換回路の交流側に設けられたインダクタンスを有する機器と、前記電力変換
回路から出力される出力量を測定する出力量測定手段と、前記出力量測定手段により測定
された出力量に基づいて、前記機器による損失を含む損失を低減するために、前記スイッ
チング素子をスイッチングするスイッチング周波数を決定するスイッチング周波数決定手
段とを備える。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１は、本発明の実施形態に係る電力変換装置の構成を示す構成図である。
【図２】図２は、実施形態に係るスイッチング周波数決定部の構成を示す構成図である。
【図３】図３は、実施形態に係る周波数決定テーブルのテーブルデータを表すグラフ図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、図面を参照して、本発明の実施形態を説明する。
【００１１】
（実施形態）
　図１は、本発明の実施形態に係る電力変換装置１０の構成を示す構成図である。なお、
図面における同一部分には同一符号を付してその詳しい説明を省略し、異なる部分につい
て主に述べる。
【００１２】
　電力変換装置１０は、インバータ１と、制御装置２と、直流電源３と、平滑コンデンサ
４と、交流フィルタ５と、絶縁トランス６と、交流電流検出器１１と、交流電圧検出器１
２と、直流電圧検出器１３と、直流電流検出器１４とを備えている。電力変換装置１０は
、交流電力系統７に接続される。
【００１３】
　直流電源３は、直流電力をインバータ１に供給する。直流電源３は、インバータ１に直
流電力を供給できるものであれば、どのようなものでもよい。例えば、直流電源３は、太
陽電池、二次電池、又は燃料電池などである。
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【００１４】
　インバータ１は、ＰＷＭ(パルス幅変調, pulse width modulation)制御されるインバー
タである。インバータ１は、直流電源３から供給される直流電力を交流電力系統７と同期
する交流電力に変換する。インバータ１は、絶縁トランス６を介して、交流電力系統７に
交流電力を供給する。インバータ１の電力変換回路（インバータ回路）は、スイッチング
素子で構成されている。
【００１５】
　スイッチング素子は、半導体素子である。スイッチング素子は、例えば、ＩＧＢＴ(ins
ulated gate bipolar transistor)である。スイッチング素子は、制御装置２から出力さ
れるゲート信号Ｇｔにより駆動される。これにより、インバータ１は、電力変換を行う。
【００１６】
　平滑コンデンサ４は、インバータ１の直流側に設けられている。平滑コンデンサ４は、
直流電源３からインバータ１に供給される直流電力を平滑化する。
【００１７】
　交流フィルタ５は、リアクトル５１及びコンデンサ５２を備えている。交流フィルタ５
は、インバータ１から出力される高調波を除去する。
【００１８】
　交流電流検出器１１は、インバータ１の出力電流Ｉｉｖを計測するための検出器である
。交流電流検出器１１は、検出した出力電流Ｉｉｖを制御装置２に検出信号として出力す
る。
【００１９】
　交流電圧検出器１２は、交流電力系統７の系統電圧Ｖｒを計測するための検出器である
。交流電圧検出器１２は、検出した系統電圧Ｖｒを制御装置２に検出信号として出力する
。
【００２０】
　直流電圧検出器１３は、インバータ１の直流側に印加される直流電圧Ｖｄｃを計測する
ための検出器である。直流電圧検出器１３は、検出した直流電圧Ｖｄｃを制御装置２に検
出信号として出力する。
【００２１】
　直流電流検出器１４は、インバータ１の直流側に入力される直流電流Ｉｄｃを計測する
ための検出器である。直流電流検出器１４は、検出した直流電流Ｉｄｃを制御装置２に検
出信号として出力する。
【００２２】
　制御装置２は、電力指令演算部２１と、電流制御部２２と、ゲート信号生成部２３と、
スイッチング周波数決定部２４と、搬送波発生部２５とを備えている。
【００２３】
　電力指令演算部２１は、直流電圧検出器１３により検出された直流電圧Ｖｄｃ及び直流
電流検出器１４により検出された直流電流Ｉｄｃに基づいて、電力変換装置１０の出力電
力を制御するための電力指令値Ｐｒを演算する。電力指令演算部２１は、演算した電力指
令値Ｐｒを電流制御部２２に出力する。
【００２４】
　電流制御部２２は、電力指令演算部２１により演算された電力指令値Ｐｒ、交流電流検
出器１１により検出された出力電流Ｉｉｖ、及び交流電圧検出器１２により検出された系
統電圧Ｖｒに基づいて、インバータ１の出力電圧を制御するための電圧指令値Ｖｉｖｒを
演算する。電流制御部２２は、演算した電圧指令値Ｖｉｖｒをゲート信号生成部２３に出
力する。
【００２５】
　スイッチング周波数決定部２４は、交流電流検出器１１により検出された出力電流Ｉｉ
ｖ、交流電圧検出器１２により検出された系統電圧Ｖｒ、及び直流電圧検出器１３により
検出された直流電圧Ｖｄｃに基づいて、スイッチング周波数ｆｓｗ（即ち、キャリア周波
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数）を決定する。スイッチング周波数決定部２４は、決定したスイッチング周波数ｆｓｗ
を搬送波発生部２５に出力する。
【００２６】
　搬送波発生部２５は、スイッチング周波数決定部２４により決定されたスイッチング周
波数ｆｓｗに対応する搬送波Ｗｃａｒを発生させる。搬送波発生部２５は、発生させた搬
送波Ｗｃａｒをゲート信号生成部２３に出力する。
【００２７】
　ゲート信号生成部２３は、電流制御部２２により演算された電圧指令値Ｖｉｖｒ及び搬
送波発生部２５から発生した搬送波Ｗｃａｒに基づいて、インバータ１の電力変換回路を
構成するスイッチング素子をスイッチングするためのゲート信号Ｇｔを生成する。ゲート
信号生成部２３は、生成したゲート信号Ｇｔによりスイッチング素子をスイッチング周波
数ｆｓｗで駆動（スイッチング）する。これにより、インバータ１は、電圧指令値Ｖｉｖ
ｒに追従するように電圧を出力する。
【００２８】
　次に、スイッチング周波数決定部２４によるスイッチング周波数ｆｓｗの決定方法につ
いて説明する。
【００２９】
　まず、電力変換装置１０における損失について説明する。
【００３０】
　損失には、固定損失、比例損失、及び２乗損失がある。固定損失とは、通電電流の変化
に直接的には影響しない損失である。比例損失とは、通電電流に比例して増加する損失で
ある。２乗損失とは、通電電流の二乗に比例して増加する損失である。
【００３１】
　固定損失は、トランス（例えば、絶縁トランス６）の鉄損、リアクトル（例えば、リア
クトル５１）の鉄損、冷却ファン又は電力変換装置１０を構成する各種機器の制御電源な
どがある。鉄損は、鉄心が磁化したときに生じる電気エネルギーの損失である。鉄損は、
ヒステリシス損又は渦電流損などである。
【００３２】
　比例損失は、通電電流に比例する損失である。比例損失は、主にスイッチング素子のス
イッチング損失である。
【００３３】
　２乗損失は、通電電流の２乗に比例する損失である。２乗損失は、スイッチング素子の
導通損失、母線の導通損失、ヒューズなどの各種素子の導通損失、トランスの銅損、又は
リアクトルの銅損などである。銅損は、巻線などの導線の抵抗による電気エネルギーの損
失である。
【００３４】
　交流フィルタ回路のインダクタンスを有する機器の固定損失は、インバータ１の出力電
流Ｉｉｖの高調波成分に比例して増加する。また、出力電流Ｉｉｖの高調波成分は、スイ
ッチング周波数ｆｓｗを高くすると、抑制される。従って、トランスの鉄損及びリアクト
ルの鉄損は、スイッチング周波数ｆｓｗを高くすると、高調波成分が減少するため、減少
する。また、これらの機器の固定損失は、インバータ１の直流電圧Ｖｄｃが増加すると、
増加する。
【００３５】
　図２は、実施形態に係るスイッチング周波数決定部２４の構成を示す構成図である。
【００３６】
　スイッチング周波数決定部２４は、出力電力演算部２４１と、周波数決定テーブル２４
２とを備えている。
【００３７】
　出力電力演算部２４１は、交流電流検出器１１により計測された出力電流Ｉｉｖ及び交
流電圧検出器１２により計測された系統電圧Ｖｒに基づいて、電力変換装置１０の出力電
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力を演算する。出力電力演算部２４１は、演算した出力電力を周波数決定テーブル２４２
に出力する。
【００３８】
　周波数決定テーブル２４２は、直流電圧検出器１３により計測された直流電圧Ｖｄｃ及
び出力電力演算部２４１により演算された電力変換装置１０の出力電力に基づいて、スイ
ッチング周波数ｆｓｗを決定する。
【００３９】
　図３は、実施形態に係る周波数決定テーブル２４２のある直流電圧Ｖｄｃでのテーブル
データを表すグラフ図である。図３では、各スイッチング周波数ｆｓｗ１～ｆｓｗ３の出
力電力と損失との関係を示している。
【００４０】
　ここでは、周波数決定テーブル２４２は、３つのスイッチング周波数ｆｓｗ１，ｆｓｗ
２，ｆｓｗ３のうち１つを選択するものとする。また、第１のスイッチング周波数ｆｓｗ
１、第２のスイッチング周波数ｆｓｗ２、第３のスイッチング周波数ｆｓｗ３の順に、周
波数が低いものとする。
【００４１】
　周波数決定テーブル２４２には、予めテーブルデータが設定されている。テーブルデー
タは、上述したような電力変換装置１０の様々な損失を考慮して決定される。周波数決定
テーブル２４２は、直流電圧Ｖｄｃが変化すると、図３に示すテーブルデータを修正又は
変更する。これにより、周波数決定テーブル２４２は、直流電圧Ｖｄｃに対応するテーブ
ルデータを準備する。
【００４２】
　周波数決定テーブル２４２は、電力変換装置１０の出力電力に基づいて、図３に示すテ
ーブルデータによりスイッチング周波数ｆｓｗを決定する。出力電力がＰ１［％］未満の
場合、周波数決定テーブル２４２は、第１のスイッチング周波数ｆｓｗ１を選択する。出
力電力がＰ１［％］以上でＰ２［％］未満の場合、周波数決定テーブル２４２は、第２の
スイッチング周波数ｆｓｗ２を選択する。出力電力がＰ２［％］以上の場合、周波数決定
テーブル２４２は、第３のスイッチング周波数ｆｓｗ３を選択する。
【００４３】
　本実施形態によれば、電力変換装置１０の出力電力に基づいて、スイッチング周波数ｆ
ｓｗを決定することで、交流側にインダクタンスを有する機器が設けられていても、全体
的な損失を効果的に低減することができる電力変換装置を提供することができる。
【００４４】
　ここで、インバータ１の交流側に、インダクタンスを有する機器として、インダクタン
スが小さいリアクトルのみが設けられていた場合、スイッチング素子のスイッチング損失
に対して、このリアクトルによる損失は小さい。このような場合は、単にスイッチング周
波数ｆｓｗを低くすることで、電力変換装置１０の全体的な損失を低減することができる
。しかし、インバータ１の交流側に、インダクタンスが大きい機器が設けられていた場合
、スイッチング素子のスイッチング損失に対して、この機器による損失が無視できなくな
る。このような機器を備える電力変換装置１０の場合、単にスイッチング周波数ｆｓｗを
低くしても、全体的な損失が低減されるとは限らない。このような場合は、インバータ１
の出力が１００％出力でない場合に生じることが多い。
【００４５】
　このような場合でも、本実施形態に係る電力変換装置１０であれば、出力電力に対して
損失を低減するために最適なスイッチング周波数ｆｓｗを決定するため、効果的に損失を
低減することができる。
【００４６】
　なお、実施形態では、電力変換装置１０の出力電力及びインバータ１の直流電圧Ｖｄｃ
に基づいて、スイッチング周波数ｆｓｗを決定したが、これに限らない。電力変換装置１
０の出力電力の代わりに、電力変換装置１０の出力電流を用いてもよい。即ち、系統電圧
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Ｖｒを一定として扱うことで、出力電流を用いて、実施形態と同様の構成にすることがで
きる。同様に、直流電圧Ｖｄｃを一定として扱うことで、直流電圧Ｖｄｃを用いなくても
、実施形態と同様の構成にすることができる。
【００４７】
　実施形態では、損失を低減するために、３つのスイッチング周波数ｆｓｗ１，ｆｓｗ２
，ｆｓｗ３のうち１つを選択する構成としたが、これに限らない。２つ以上であれば、い
くつのスイッチング周波数の中から選択してもよい。また、スイッチング周波数ｆｓｗを
選択する代わりに、出力電力、出力電流、又は直流電圧Ｖｄｃを用いて損失を低減するた
めに最適なスイッチング周波数ｆｓｗを演算してもよい。
【００４８】
　実施形態では、インバータ１の出力に対する電圧指令値Ｖｉｖｒが決定される構成につ
いては、簡易的な構成で一例を示したが、インバータ１の出力に対する指令値は、どのよ
うに決定してもよい。例えば、直流電源３が太陽電池である場合、最大電力点追従(MPPT,
 maximum power point tracking)制御により決定される直流電力指令値又は直流電圧指令
値に基づいて、インバータ１の出力に対する指令値を決定してもよい。
【００４９】
　実施形態において、インバータ１の交流側にインダクタンスを有する機器として交流フ
ィルタ５及び絶縁トランス６を設ける構成について説明したが、これに限らない。例えば
、絶縁トランス６の代わりに連系リアクトルを設けてもよいし、これらの機器が無くても
よい。また、絶縁トランス６又は連系リアクトルは、交流フィルタ５のリアクトル５１と
一体化されていてもよい。
【００５０】
　なお、本発明は上記実施形態そのままに限定されるものではなく、実施段階ではその要
旨を逸脱しない範囲で構成要素を変形して具体化できる。また、上記実施形態に開示され
ている複数の構成要素の適宜な組み合わせにより、種々の発明を形成できる。例えば、実
施形態に示される全構成要素から幾つかの構成要素を削除してもよい。さらに、異なる実
施形態にわたる構成要素を適宜組み合わせてもよい。
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【手続補正書】
【提出日】平成27年8月6日(2015.8.6)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　スイッチング素子で構成された電力変換回路と、
　前記電力変換回路の交流側に設けられたインダクタンスを有する機器と、
　前記電力変換回路から出力される出力量を測定する出力量測定手段と、
　前記出力量測定手段により測定された出力量の増加に伴い、前記機器による損失及び前
記スイッチング素子のスイッチング損失を含む損失を低減するように、前記スイッチング
素子をスイッチングするスイッチング周波数を高くする決定をするスイッチング周波数決
定手段と
を備えたことを特徴とする電力変換装置。
【請求項２】
　前記スイッチング周波数決定手段は、予め決められた複数のスイッチング周波数の中か
ら１つを選択すること
を特徴とする請求項１に記載の電力変換装置。
【請求項３】
　前記電力変換回路の直流電圧を測定する直流電圧測定手段を備え、
　前記スイッチング周波数決定手段は、前記直流電圧測定手段により測定された前記直流
電圧に基づいて、前記スイッチング周波数を決定すること
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を特徴とする請求項１又は請求項２に記載の電力変換装置。
【請求項４】
　交流側にインダクタンスを有する機器が設けられ、スイッチング素子で構成された電力
変換回路を制御する制御方法であって、
　前記電力変換回路から出力される出力量を測定し、
　測定した出力量の増加に伴い、前記機器による損失及び前記スイッチング素子のスイッ
チング損失を含む損失を低減するように、前記スイッチング素子をスイッチングするスイ
ッチング周波数を高くする決定をすること
を含むことを特徴とする電力変換回路の制御方法。
【請求項５】
　前記スイッチング周波数の決定は、予め決められた複数のスイッチング周波数の中から
１つを選択すること
を特徴とする請求項４に記載の電力変換回路の制御方法。
【請求項６】
　前記電力変換回路の直流電圧を測定することを含み、
　前記スイッチング周波数は、測定した直流電圧に基づいて決定されること
を特徴とする請求項４又は請求項５に記載の電力変換回路の制御方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　本発明の観点に従った電力変換装置は、スイッチング素子で構成された電力変換回路と
、前記電力変換回路の交流側に設けられたインダクタンスを有する機器と、前記電力変換
回路から出力される出力量を測定する出力量測定手段と、前記出力量測定手段により測定
された出力量の増加に伴い、前記機器による損失及び前記スイッチング素子のスイッチン
グ損失を含む損失を低減するように、前記スイッチング素子をスイッチングするスイッチ
ング周波数を高くする決定をするスイッチング周波数決定手段とを備える。
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（注）この公表は、国際事務局（ＷＩＰＯ）により国際公開された公報を基に作成したものである。なおこの公表に
係る日本語特許出願（日本語実用新案登録出願）の国際公開の効果は、特許法第１８４条の１０第１項(実用新案法 
第４８条の１３第２項）により生ずるものであり、本掲載とは関係ありません。


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	written-amendment
	search-report
	overflow

